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１． なぜ地方自治体による大型店規制なのか
少子高齢化，人口減少といった社会的な変化の
中で，コンパクトシティなど新たな視点で街づく
りに取り組む事例が増えてきている。
こうした動きの中で，一つの視点として注目さ
れるのは，小売業を始めとする生活に密着した経
済活動のあり方である。コンパクトシティが検討
されるようになった背景には郊外化による都市圏
の急速な外延化があるが，その責任の一端は郊外
立地を早くから進めてきた商業者が負っていると
考えられる。その一方で，買物難民やフードデ
ザートと呼ばれるような生活必需品を供給する小
売店舗の不足は農村部のみならず都市部でも見ら
れるようになってきている。
都市における小売業のあり方，これが都市の住
みやすさに深く関わるようになっている。当然，
都市自治体はこうした動きに関心をもつように
なっており，小売業のあり方に一定の介入をして
きている。本論では，都市にとっての小売業のあ
り方をゾーニング規制の側面から考えてみたい。
２． 地方自治体による規制の方法
２―１. 自治体規制の沿革
１９７４年（昭和４９年）に始まる大規模小売店舗
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近年，地方自治体による大型店規制が各地で実施されるようになってきている。主要な規制方法としては，①ゾーニング規制，②
地域貢献計画の提出義務づけ，③広域調整，④その他に分類できる。
本稿では，浜松市と静岡市で施行されているゾーニング規制を取り上げ，どのような経緯で制定されたか，規制の目的は何か，
ゾーニング規制の方法，そのような方法を採用した理由などについて検討を加えた。
これらの検討を通じて，ゾーニング規制では基準面積の決定に難しさがあり，社会的に受け入れさせるには様々な配慮が必要であ
ること，またかなり厳しい規制を行う場合でも買物弱者対策にどの程度貢献するか不明な部分があるといった技術的な問題が残され
ていることが明らかになった。
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This paper treats large store regulations by zoning in Hamamatsu City and Shizuoka City. It examines the process to create the zon-
ing, the purpose of the regulations, and the way and its reason of the zoning.
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yet.
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法（大規模小売店舗における小売業の調整に関す
る法律）の施行は，それまでの百貨店法と異なり，
地方自治体による様々な出店規制を引き起こすこ
とになった。
その背景として，その主たる規制対象となった
スーパーと呼ばれる量販店と従来からの百貨店と
の違いがある。百貨店の場合，呉服店から発展し
てきた店が多いこともあり，比較的高額の買回品
を中心とした品揃えであり，そうした商品特性か
ら多数の買物客を集めるのに都合のよい広域性の
強い商店街などの繁華街や駅前の商業集積地に立
地しており，そもそも出店もそれほど多くはな
かった。スーパーの場合，取り扱い商品は食料品
や日用衣料といった最寄品であり多くの個人商店
と競合する品揃えであった上に，百貨店より住民
の生活の場に近い商業地に出店することが多く立
地に適した場所はかなり広範な地域となった。そ
の品揃えが最寄品中心ということから商圏範囲は
それほど広くなくしかもチェーン方式で多店舗展
開したために，特定地域に複数店舗が出店するな
ど，地域社会に多店舗展開ぶりが実感されるよう
な形で出店を続けていた。こうした点から，スー
パーの出店は地域の中小規模の商店やそうした小
売店から構成される商店街から強く警戒されるよ
うになった。
百貨店法の時期に既にこうしたスーパーは多店
舗展開を行っていたが，当初政府はあまりスー
パーを積極的に規制しようとしなかった。ところ
がスーパーの中には擬似百貨店と呼ばれる法規制
の網をかいくぐるような形で出店をするものがあ
り，こうした明らかに相当な規模を持ちながらも
規制対象とならなかった店舗を規制する必要が出
てきたといえる。
その結果，１９７３年（昭和４８年）に大規模小売
店舗法が制定されるに至ったのである。この段階
では中小小売店側にはスーパー規制が行えるとい
うことで期待感が強かったようであるが，百貨店
法改正の動きが出た頃からスーパー規制が行われ
ると考えていたスーパーは，規制強化に備え駆け
込み出店を行った。しかも同じ７３年のオイル
ショックにより日本経済はそれまでの高度経済成
長から低成長へと移行しており，中小店への影響
は少なくなかった。またスーパーは低成長期に
入っても出店意欲を衰えさせず，また大規模小売
店舗法の規制が出店を困難にさせることから，大
規模小売店舗法の規制基準面積に満たない中規模
店の出店を行ったのである。
こうして初期の大規模小売店舗法のもとで，中
規模小売店舗を規制する地方自治体の規制が条例
や要綱によって行われることになる。その根拠と
なったのは，大規模小売店舗法成立の際につけら
れた付帯決議であった。
このような動きを受けて，１９７９年（昭和５４年）
には大規模小売店舗法は改正され，全国一律に
５００m２を越える店舗を大規模小売店舗として規
制することとしたのである。しかし，その後も地
方自治体による独自規制は残り続ける。その理由
として，多くの自治体規制は２００―３００m２を基準
面積としており改正大規模小売店舗法では不十分
なことに加え，大規模小売店舗法には業種業態と
いった観点がなく，調整できるのは店舗面積，閉
店時刻，休業日数，開店日の４項目に限られ，出
店それ自体を抑えることは不可能なことであった。
こうした点から，様々な観点からの調整を行う横
だし規制，地元の商業者と出店者の合意を出店要
件とする上乗せ規制，さらに出店そのものを抑え
る出店凍結宣言といった様々な独自規制が全国的
に実施され続けたのである。
このような状況が大きく変化したのは，１９８９
年（平成元年）の日米構造協議以降であった。ア
メリカとの貿易不均衡問題の解消を目指した二国
間交渉で，日本側は国内市場の透明性の確保を求
められ，大規模小売店舗法の廃止を要求されたの
である。地方自治体の独自規制は大規模小売店舗
法よりも何らかの点で厳しい規制内容を持ってい
る。当然これは，日米両政府から撤廃を求められ
ることとなる。アメリカ政府の大規模小売店舗法
の撤廃要求は，独自規制の根拠を失わせてしまう。
１９９０年代後半になると，新たな動きが出てく
る。環境規制としての大規模店舗規制である。そ
の背景として，先に述べた大規模小売店舗法のよ
うな経済的規制としての独自規制を避けようとい
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う動きとともに，大規模商業開発の郊外化とそれ
に伴う地域住民による出店反対運動の動きがある。
この頃になると，大規模商業施設はかなり各地に
できており，いわゆる「大型店待望論」は少なく
なってきており，むしろ大規模商業開発によるデ
メリット，例えば交通渋滞や騒音等が意識される
ようになっていた。そうした中で，いくつかの地
方自治体が環境問題に基づく立地規制へと乗り出
していったのである。１９９８年（平成１０年）に成
立，２０００年（平成１２年）に施行された大規模小
売店舗立地法への政策転換後も，こうした競争関
係を直接に調整することを回避した環境条例や要
綱は制定され続けたのである。
２―２. 現在の規制手法
現在実施されている地方自治体の規制は，先に
述べたように環境規制の性格を強く持つように
なっているが，これもいくつかに類型化できる１）。
①ゾーニング規制
これは，地方自治体のエリアの全てまたは一部
分についてゾーン区分し，それぞれに出店上限面
積等を設定するものである。２０００年（平成１２
年）の「京都市商業集積ガイドプラン」が典型と
いえる。
規制主体としては，商業担当部局が独自に実施
する場合と，都市計画担当部局が用途地域等を
ベースに実施する場合とがある。
②地域貢献計画の提出義務づけ
一定規模以上の店舗の新規出店に際し，地域に
対する様々な貢献計画を提出させるものであり，
既存店にも適用されることが多い。また，貢献計
画を提出するだけでなく，各年度ごとにその地域
貢献計画が実施されているかどうかを追跡調査す
るため，実績報告を求めるのが一般的である。
③広域調整
一定規模以上の店舗の新規出店については，近
隣市町村からも意見を求め，立地自治体のみなら
ず周辺自治体の視点も織り込みながら広域的な観
点での調整を行うもので，その性格上，中間自治
体がこの役割を果たすのが一般的である。
④その他
以上の類型以外の規制としては，一定規模以上
の商業施設における深夜営業に対する規制や，一
定規模以上の出店案件については様々な部局で総
合的に検討を加え場合によっては事前調整を加え
るといった方法がある。
またこれまでに述べてきた様々な出店に際して
の手続きを複数組み合わせることもよく行われて
いる。
３． 浜松市の場合
３―１. 浜松市の概要
静岡県西部に位置する浜松市は，浜名湖を中心
として比較的平坦な地域であり，機械工業等製造
業を中心とした産業構造を持っている。２００５年
（平成１７年）に，周辺の浜北市，天竜市等と合併
し，さらに広い範囲をカバーするようになるとと
もに，２００７年（平成１９年）に政令指定都市と
なったのである。
郊外部に工場が展開し，その周辺で宅地開発が
進んだため，郊外居住人口が多くなる傾向がある。
またこうした工場の跡地は大規模商業施設進出に
とって好ましいものであった。
３―２. ゾーニング制定の経緯
浜松市の商業問題は，都心部の空洞化といって
よかろう２）。中心商業地に隣接していた西武百貨
店が１９９７年（平成９年）に撤退し長く空き店舗
であり続けた上に，その後地元資本の松菱百貨店
も２００１年（平成１３年）に経営破綻し空き店舗と
なり，２００７年（平成１９年）イトーヨーカ堂浜松
駅前店が閉店し，都心部の核となるべき商業施設
が空き店舗となったのである。
一方，平坦な周辺部に恵まれていることもあり
郊外型の大規模店が次々に出店しており，特に
２００４―５年には大型店出店ラッシュとなった。こ
うした中，２００５年（平成１７年）に松菱跡に大丸
百貨店が出店を表明しており，市としてもこうし
た都心部への出店を側面から支援する意味で，郊
外開発の規制を検討し始めたという。具体的には，
中心市街地活性化事務局が中心市街地活性化のた
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めには，郊外部への新規出店を放置したままでは
片手落ちということでその必要性を訴えるが，中
心市街地活性化事務局の立場では郊外部への規制
はできないということで，商工課が担当すること
となる。しかも，その当時，浜松インターチェン
ジ近くにイオン市野店（５７０００m２）の出店表明が
行われていたこともそのような動きに拍車をかけ
ることになる。特にその出店場所が道路整備が遅
れ渋滞傾向にあったことから，規制の必要性が強
く意識されたという。そこでガイドラインづくり
へと動くわけであるが，都市計画課という選択肢
もあり得たが，規制対象となる大規模商業施設の
基準面積策定に当たり，都市計画課より商工課の
方が適切ということになり，都市計画課と話し合
いをしながらも商工課担当となったという。商工
課の立場から言えば特別用途地区の設定も望んで
いたということであるが，都市計画課は設定に動
くことはなかったという。
こうした経緯を経て，２００７年（平成１９年）に
浜松市における地域特性に即した商業集積の実現
によるまちづくりの推進に関する条例と浜松市商
業集積ガイドライン（以下，それぞれ条例，ガイ
ドラインと略記）が施行されたのである３）。
３―３. 規制内容
本条例では，浜松市，市民，事業者のそれぞれ
の責務を定めている。市はガイドラインを定める
とともに街づくりに必要な措置を行い，市民はそ
のような街づくりを理解し協力し，事業者は集客
施設をガイドラインの求める要件に適合させ街づ
くりに協力していくというものである。
床面積が５０００m２を超える集客施設を建設する
場合，建築等に着手する前，都市計画法・建築基
準法の申請・届出を行う３ヶ月前に届出を行うこ
ととなっており，こうした手続きがとられない場
合には，５万円以下の過料と事業者名の公表が行
われることとなる。
ガイドラインは，こうした集客施設が立地する
場合の条件となる規制であるが，詳しくは，表１
を参照されたい。
浜松市においてこのようなガイドラインが必要
となった背景としては，５つ挙げられる。①中心
浜松市商業集積ガイドラインの概要
表１
ゾーン名 まちづくり・商業集積の方向性 誘導・規制，基準面積（用途地区）
高度商業
集積
にぎわいと風格あるまちづくり（中心市街地）
積極的な魅力向上と回遊性の高度化
商業集積誘導（商業，近隣商業）
広域集客 旧浜北市中心部―副都心として都市機能充実
広域的な商業集積の整備
商業集積促進（商業）
１万m２以下（工業，第２種住居）
志都呂，堀出前地区―交通の結節点として
広域的で特徴ある商業集積
２万m２以下（近隣商業）
１万m２以下（準工業，準住居）
宮竹・天王・市野地区―工業の利便をはかる
積極的な商業整備せず（交通問題）
１万m２以下（工業）
地域拠点 高度商業集積ゾーンの補完，地域の商業拠点
買回品を含む日常生活向け商業・サービス機能
生活サービス機能の充実
２万m２以下（商業）
１万m２以下（近隣商業）＊
５０００m２以下（準住居，第２種住居）＊
生活圏
密着
地域密着型商業地域
地域生活者向けのサービス提供できる商業集積
１万m２以下（近隣商業）
５０００m２以下（準工業，準住居，第２種住居）＊
観光地型商業
集積
観光・レクリレーションを活かしたまちづくり
観光施設と連携した地域特性を活かした商業集積
観光地らしい商業集積
１万m２以下（近隣商業）
ゾーン分けさ
れないその他
の地域
工業の利便性のため大規模商業開発を抑制
既存土地利用・建築物を維持し商業施設誘導はしない
住環境を保護し商業施設を含む混合利用を許容
市街化調整区域内の地区計画に基づいた商業施設
５０００m２以下（工業）＊
５０００m２以下（準工業）＊
５０００m２以下（近隣商業，準住居，第２種住居）＊
１万m２以下（地区計画区域）
注：＊は，幹線道路（幅員１３ｍ以上，４車線以上，両側に２．５ｍの歩道あり）沿いは基準面積をそれぞれ２倍したものとすることを意味する。
各ゾーン名称から，「ゾーン」の表記を省略した。
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市街地の活性化，②無秩序な大規模商業開発の抑
制，③コンパクトシティの実現，④多様な商業機
能，⑤買い物利便性の向上である。広い市域で進
められる大規模商業活動を都心部へと誘導するこ
とで，中心市街地活性化につなげるとともに，コ
ンパクトシティを進めることができる。さらに立
地規制を伴う誘導策によって周辺部の商業集積も
ある程度生き延びることができ，多様な商業活動
が維持され，地域住民にとっては地元での買い物
がある程度保証される環境が維持できるという考
え方である。
こうした条例の目的としては，次の３点が掲げ
られている。①政令指定都市にふさわしい高次な
都心商業の誘導，②日常生活の利便性が確保され
る商業集積の実現，そして③合理的な土地利用の
促進である。つまり，土地利用を規制し商業開発
を一定の街づくり方針に従わせることで，従来か
らの郊外開発によって中心性を失いつつある都心
部の商業中心地としての地位を回復するとともに，
周辺部にも広がる商業地を維持し，住民生活が営
めるような商業環境を実現しようとするものであ
る。
市南部には市街化調整区域が広がり，しかも居
住者が多く宅地化が進んでいるが，２００６年（平
成１８年）の都市計画法改正以前に地区計画が定
められている場合には，商業開発は１万m２以下
に制限されることとなった。
本条例のポイントは２つあり，一つは市，市民，
事業者の責務を規定したことであり，もう一つは
規制対象を大規模小売店舗立地法の対象かつ
５０００m２を超える特に大規模な集客施設の立地に
規制対象を絞り込んだことである。特に後者の点
については，商業活動は自由に競争させるべきだ
が，超大型施設の案件については都市構造への影
響が大きいため，市の方で誘導するということで
ある。また超大型集客施設という面積のみを規制
基準にしたのは，行政レベルの規制では業種によ
る適正規模を設定することはできないという考え
方があったという。
こうした浜松市の規制に関しては，市の方では
商業者や市民からはおおむね賛同が得られたと考
えているようである。ただ商業者などでは，市の
動きが遅く，郊外での大規模開発が行われる前に
規制が開始されるべきであったと考える向きもあ
るようである。
また一部の外資系大規模商業者（イケア，コス
トコ）は，浜松市への出店を希望しているが，こ
うした大規模商業施設に向く工場跡地は既に開発
されてしまっており，彼らが望むような１万m２
を超えるような用地取得は困難なのではないか，
というのが市当局の見方のようである。
４． 静岡市の場合
４―１. 静岡市の概要
静岡市は，静岡県中部に位置し，県庁所在地で
あり，２００３年（平成１５年）に隣接する清水市と
合併し，２００５年（平成１７年）に政令指定都市と
なった。静岡市は，合併前から浜松市より人口が
少なかったが，合併後も県内２位の地位にとど
まっている。
商業という点から言うと，静岡市は浜松市より
中心性の高い都市構造となっている。市街地の北
側に山麓が広がり，その山は西端では海岸線近く
まで迫り，旧清水市との境は久能山によって画さ
れ，旧清水市の東端でも山地が海岸線に及ぶこと
で市域が画されている。ということで，四方を山
と海に囲まれた地形であるため，居住地域も主要
駅周辺に集中する形となっている。また地形以外
に，市街化調整区域での郊外住宅開発を認めてこ
なかったことも，郊外部での宅地化が進んでいな
い理由であろう。これは，例えば人口集中地区
（DID）にも現れている。２０１０年（平成２２年）
では，浜松市の総人口が８００,８６６人，静岡市は
７１６,１９７人であるのに対し，DID人口は浜松市
４７７,６４８人，静岡市６２５,１４７人となっている。総
人口に占める DID人口の比率を求めると，浜松
市５９.６％，静岡市８７.３％であり，静岡市の方が
人口の集中度の高いことは明らかである４）。
また浜松市が製造業を軸とした都市であるのに
対し，静岡市は県庁所在地ということもあり，行
政・文化の中心であり支店経済としての性格を強
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く備えているといえる。
こうしたことから，静岡市の中心地区には買回
性の高い商業が集積しており，複数の都市型百貨
店も出店している。
他方，地形上の制約に加えて，大規模小売店舗
法時代に静岡方式と呼ばれる厳しい出店規制をか
けていたことがあり５），それほど大規模商業施設
が多くないというのが特徴ともなっている。
４―２. ゾーニング制定の経緯
地勢的に恵まれた商業環境にあった静岡市であ
るが，徐々に社会環境への対応を求められるよう
になっていた。１９９６年（平成８年）に，商業基
本計画の見直しが行われることとなった。その際
の課題となったのは，静岡市の商業の活力低下，
モータリゼーション等による消費行動の変化，そ
れと高齢化社会への対応であった。
２００３年（平成１５年）に静岡市と清水市は合併
するが，その際，両市の中心市街地活性化という
方針は受け継がれる。ただ自治体の合併は中心市
街地つまり商業地が複数になることを意味し拡散
傾向に拍車をかけることにつながりかねない。そ
こで中心市街地活性化という観点から郊外部へと
広がりつつある商業活動，特に買回品を扱う商業
活動を集約する方向性が出てくることとなる。そ
の一方で買物弱者対策も考える必要があり，こち
らは最寄品であるから大規模商業施設は必要なく
むしろ徒歩圏内に商業施設があることが必要とな
る。
２００７年（平成１９年）に，中心市街地活性化協
議会づくりが議論された際に，浜松市でのゾーニ
ング制定の動きが紹介されている。その後，２００９
年（平成２１年）には，商業都市静岡戦略会議が
商業労政課の発意によって開催されるが，そこで
テーマとなったのが，京都市（２０００年策定）と
金沢市（２００１年策定）が既に取り組みまた近隣
の浜松市でも制定されていたゾーニング規制であ
る。その後，２０１０年（平成２２年）末になり，静
岡市商業の振興に関する条例が確定し翌２０１１年
（平成２３年）に制定された。本条例は理念的な性
格が強かったが，市長の義務として９条では商業
振興のための基本計画を作ることが，１２条では
良好な環境を作るための措置を執るべきことが規
定されていた。
この２つの要件を受けて，振興策である振興基
本計画と調整策の商業開発ガイドラインの２本立
てが作られることとなった。ただ，ガイドライン
の方は，市民の声を聞くといった手続きの関係で
条例化を図るとともに，指針も策定するというこ
ととなり，「静岡市良好な商業環境の形成に関す
る条例」，「静岡市良好な商業環境の形成に関する
指針」（以下，それぞれ条例，指針と略記）が２０１１
年（平成２３年）２月に策定され半年の周知期間
を経た同１０月に施行された。条例と指針との使
い分けについては，大規模小売店舗立地法にも都
市計画法にも含まれない良好な商業環境づくりの
ための措置については条例に，そのための個別的
な指導は環境変化によって変化しうるということ
で指針になったという。条例化にあたっては，市
議会の審議では買物弱者問題，コンパクトシティ，
政令指定都市にふさわしい商業集積形成，大規模
資本の取り扱い，手続き，見直し条項等について
の議論が行われたというが，全会一致で採択され
ることとなった。本条例および指針の背景となっ
たのは，人口の減少や高齢化であった。こうした
社会現象は全国的に進行しており，コンパクトシ
ティを構想する契機となっているが，静岡市も例
外ではなかったということである。
静岡市では，目標として次の４点を掲げている。
①コンパクトな街づくりに沿った商業施設の立地
誘導，②徒歩や自転車で買い物のできる環境づく
り，③個店や商店街による多様な買い物環境づく
り，④地域住民，商業者，開発業者による活発な
街づくり活動の創出，である６）。元々あまり郊外
部に拡散していない都市構造をもつ静岡市の場合，
今日まで保持してきた中心性を確保しておくとと
もに，現在市内各地にあるより近隣性の強い商業
施設を生かしていくことが必要となる。そのため
には，中心部の商業機能を高める施策と，小規模
な商業地をこれ以上衰退させないようにする政策
という二方向からなる政策展開が求められたとい
うことである。
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具体的な政策方針は，まず指針のゾーニング規
制によって市域内の商業機能をなるべく既存商業
集積への誘導することであり，なかでも都心部や
地域拠点への商業集積の誘導が進められることと
なる。その際，大規模商業施設の立地が問題とな
るが，あくまで市の定めた街づくり方針に沿うよ
うに立地誘導がはかられることとなる。また指針
については，商業集積のあり方は徐々に変わって
いくことが予想されることから，定期的な見直し
が予定されている。
４―３. 規制内容
条例における手続きは，市街化区域内で小売業
に使用する床面積が１０００m２を超える場合，開発
構想段階で届け出をし併せて市民向けの説明会を
開催することになっている。その届け出内容は４
週間の公告・縦覧が行われ，市民から意見の提出
（５週間）が行われることになる。もし届け出が
指針に従っていない場合には，静岡市商業環境形
成審査会の意見に基づき勧告・公表が行われるこ
ととなる。その後，都市計画法・建築基準法の手
続き，さらに大規模小売店舗立地法の手続きと続
くこととなる。
指針における規制内容の詳細は，表２に示した
とおりである。その際の基準面積の考え方である
が，もっとも厳しい１０００m２という数値は，２０００
―３０００m２規模になると商圏が広くなり散在する
立地となることと，商圏規模との関係で大規模駐
車場を備える商業施設になってしまうというとこ
ろからきている。３０００m２としては観光的性格の
商業施設，５０００m２は自動車客をターゲットとし
たホームセンターや家電量販店を念頭に置いてい
るという。
また本条例・指針については，かつての大規模
小売店舗法時代の静岡方式と絡めて厳しい出店規
制を計画しているという旨の報道もあるもの
の，１０００m２というのは京都市・金沢市と同じ基
準であり，幹線道路沿いについては静岡市の方が
緩和措置を講じている分緩い規制となっている。
今回の条例制定にあたっては，消費者の意見を
反映させる商業施設づくりのためという考え方を
基本としている。大規模小売店舗立地法の手続き
と異なり，開発構想段階で地域住民の意見が提出
されることで市民が買物しやすい商業環境を作る
ことができ，結果として小型店も残ることになる
としている。また，このように早めの対応がはか
られることにより，大規模小売店舗立地法での調
整がスムーズに行われる副次効果ももつことにな
る。また，静岡市の場合，地形的に隣接自治体に
大規模商業施設が立地したとしてもそちらに吸引
されることは少ないのでないかという見通しがあ
る。
問題は既存店の取り扱いであるが，１回のみ同
じ規模での改築を認めている。建築物としての寿
命，また社会環境の変化による指針の見直しとい
う点を併せて考え，１回という基準になったとい
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表２
ゾーン名 まちづくり・商業集積の方向 基準面積 想定される商業施設
都心型 静岡都心，清水都心，東静岡副都心
積極的に商業集積を促進し魅力向上をはかる
なし 専門店，大型百貨店，
大型スーパー等
地域拠点型 都心・副都心の補完，一定の買回専門店の集積
日常生活に必須の商業・サービスの集積
５０００m２
＊８０００m２
買回品専門店，量販店
最寄品総合スーパー
特化型 風情のあるまちづくりを目指す
既存商業集積の維持し観光関連の商業育成
３０００m２
＊５０００m２
最寄品総合スーパー，
専門店，観光客向け商業
近隣生活型 既存商店街を核とした地域コミュニティ
生活に関連した基本的機能の充足
１０００m２
＊５０００m２ ＊＊８０００m２
最寄品専門店，
生鮮主体の中型スーパー
生活型 生活環境や景観の保持に配慮したまちづくり
生活に密着した商業
１０００m２
＊５０００m２ ＊＊８０００m２
専門店，中型スーパー
注：＊は，幹線道路沿いの場合，＊＊は国道１号線沿線の場合の基準面積を意味する。
各ゾーン名称から「商業環境形成ゾーン」を省略した。
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う。営業内容にまで踏み込まなかったのは，居抜
き出店のことを考慮したためだという。
最後に静岡県との関係であるが，政令指定都市
ということもあり特に静岡市への対応はなく，浜
松市も同様のゾーニング規制を行っていることか
ら市レベルの方が市民生活に直結する地域的な問
題として機敏に動いている部分があるかもしれな
い，と考えられているようである。
５． 浜松市と静岡市の規制について
５―１. ゾーニング規制における共通点と相違点
浜松市と静岡市は，同じ静岡県内に位置し，面
積，人口ともに似通った規模である。そうしたこ
とから，具体的な経済活動の結果生み出され，ま
たその後の経済活動の枠組みとして機能する商業
政策を検討する上で，格好の検討材料となる。
両市を取り巻く環境変化とそれへの認識はかな
り似通ったものであるといえる。何よりも両市に
共通しているのは，中心市街地活性化への期待で
ある。両市ともに中心部への商業施設の立地誘導
を目的に挙げているのは，その現れであるといえ
る。
また買い物難民といった地域商業の衰退を避け
ようとする点でも，両市の立場は一致している。
立地規制の観点からみた場合の相違点は，２つ
ある。一つは，規制対象の業種であり，もう一つ
は，その規模ないしは基準面積の刻みの細かさで
ある。
規制対象の業種という点では，浜松市は「集客
施設」であり，小売業のみならず，劇場等，飲食
店，展示場，遊戯場，券売場を含んでいるのに対
し，静岡市の場合，小売業に限定している。浜松
市の「集客施設」は，２００６年（平成１８年）公布，
翌年施行された都市計画法における「大規模集客
施設」概念が用いられている。
基準面積では，浜松市の場合，２万m２，１万m２，
５０００m２の３種類のみを用いているのに対して，
静 岡 市 の 場 合，８０００m２，５０００m２，３０００m２，
１０００m２の４種類とより小規模な基準で細かく面
積を分けているのが特徴となっている。
都市計画法との関連でより詳しく両者のゾーニ
ングをみてみたい。浜松市では，用途地域の商業
地域では地域拠点ゾーンに指定された場合に２万
m２以下，近隣商業地域では広域集客ゾーンの場
合２万m２以下，地域拠点ゾーン（幹線道路沿い
は２万m２），生活圏密着ゾーン，観光地型商業集
積ゾーンの場合１万m２以下となり，準工業地域
は特別用途地区の適用により原則として１万m２
超の立地は不可能となっているが，広域集客ゾー
ンは１万m２以下，生活圏密着ゾーンとゾーン分
けされていないその他の地域は５０００m２（幹線道
路沿いは１万m２以下）となっている。工業地域，
準住居地域，第２種住居地域の広域集客ゾーンは
１万m２以下，地域拠点ゾーン，生活圏密着ゾー
ン，その他の地域は５０００m２（幹線道路沿いは１
万m２以下）となる。
静岡市の場合，用途地域との関係は明らかでな
いが，地域拠点型商業環境形成ゾーンは５０００m２
（幹線道路沿いは８０００m２），特化型商業環境形成
ゾーンは３０００m２（幹線道路沿いは５０００m２），近
隣生活型商業環境形成ゾーンと生活型商業環境形
成ゾーンは１０００m２（幹線道路沿いは５０００m２，
ただし国道１号線沿線は８０００m２）となっている。
５―２. 両市の出店―土地利用規制に対する考え方
の違い
静岡市の厳しくかつ細かな基準面積の刻みは，
地域の小規模商業施設を守るという観点が現れた
ものであろうと推測される。
浜松市の場合，都市計画法による規制特に
２００６年（平成１８年）の改正により行われた，商
業地域，近隣商業地域，準工業地域の３用途地域
以外では１万m２超の大規模集客施設を原則とし
て認めないという規制に沿った形でそれに追加す
る形で行われていることが分かる。まさに例外的
な大規模集客施設の立地を規制するためのものと
いえよう。しかも大規模集客施設を規制対象とし
ていることから，都市計画法の延長としての規制
という性格をもつものといえる。
浜松市では，より細かな基準面積の設定につい
ても懐疑的な立場をとっている。つまり例えば
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１０００m２という基準面積で規制をしても現実にそ
の周辺の既存の商業集積が守られるとは限らず，
近隣商業のある程度の淘汰はやむを得ないものと
考えているようである。むしろ厳しい規制によっ
て出店業者から敬遠されれば，商業施設の新陳代
謝が停滞しマイナスの影響が大きいとも考えられ
るということであろう。
浜松市の規制においてもっとも問題となったの
は，基準面積の曖昧さであったという。例えば
５０００m２以下という形で出店規制を加えれば，そ
れ以降はその規模を超える店舗間では競争が消滅
してしまい既存店保護として作用してしまう。ま
た現状では，大規模商業施設用地として活用され
てきた１万m２を超える繊維系の工場跡地が今で
は出尽くしてしまっていることがある。こうした
点から，規制緩和という社会の動きの中でコンパ
クトシティを実現するために出店規制を加えるこ
とには，困難があるということになる。
これに対して，静岡市の場合は，規制対象を小
売業つまり物販にのみ絞り込んでいるが，これは
経済産業省から留意事項として指摘された結果だ
という。つまり買い物環境を謳っている以上，
日々の買い物に関する店舗に限られるわけであり，
買い物以外の諸活動も含むのであれば，別制度に
するべきという見解である。そのため，それ以外
の，都市計画法で対応可能な案件については，都
市計画法に委ねることとなった。
６． まとめにかえて
単なる大規模店舗規制に立地的要素を加えた
ゾーニング規制は，大規模小売店舗法の時期から
一部の論者によって，都市商業を考える観点から
推奨されてきた制度である。そのようなこともあ
り，国レベルでの都市計画法，地方自治体レベル
でのゾーニング規制が今日実施されるようになっ
てきたのであろう。
しかし個々具体的な地域を考えた場合，どのよ
うな形でのゾーニング規制が好ましいかは，浜松
市と静岡市の例をみただけでも様々であることが
分かる。特に浜松市で問題となった基準面積決定
は，地権者の権利制限でありその後の商業者の業
態開発等にも影響を与えることから，困難を伴う
が，ゾーニング規制の心臓部ともいえるものであ
り，避けては通れない。基準面積の決定は，商業
施設規模という面から当該政策によっていかなる
都市像を描こうとするのかということに関わるか
らである。今後のゾーニング規制の積み重ねや業
態研究の成果によって適切な基準面積を見いだし
ていく必要があろう。両市ともに幹線道路沿いに
ついては緩和措置を設けている。これは，ゾーニ
ング規制を地域社会に受け入れさせるための政治
的配慮であろうが，その結果，ゾーニング規制の
効果が損なわれることはないのか，検討の余地が
ある。
今後，地方自治体が様々な形で大規模商業開発
を規制していく際，一つの有力な手段としてゾー
ニング規制は考慮されるべきであるが，何を目的
として実施するのか，その目的いかんでゾーニン
グ規制も多様な姿をもちうるように思われる。
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注
１）日本経済新聞社（２００６）を参考に分類した。
２）浜松市の中心市街地衰退の原因としては，郊外部での
大型店出店だけでなく，バブル崩壊後の支店つまりオ
フィス撤退や，工場拡張に伴う郊外移転により従業員
世帯が都心部から離れていったことが指摘されている。
３）浜松市（２００７）。
４）人口集中地区（DID）は，人口密度が４０００人/km２以
上の基本単位区が隣接していることとその隣接した地
域の人口の合計が国勢調査時に５０００人以上の地域の
ことである。
５）静岡方式については次の資料を参照されたい。川野
（２０１４）。
６）静岡市（２０１２）。および静岡市（２０１３）。
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